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　　１．緒　言
　本学人間総合学科の食教育の軸は、フードスペシャリスト資格（公益社団法人 日本フードスペシャ
リスト協会認定）およびフードコーディネーター３級資格（特定非営利活動法人 日本フードコーディ
ネーター協会認定）取得養成である。フードスペシャリスト資格は人間総合学科の前身である生活文化
学科で平成12（2000）年度から、フードコーディネーター３級資格は人間総合学科が設立した平成16
（2004）年度から養成を開始した。
　これらは両資格とも、指定科目単位修得により卒業時に授与されるが、フードスペシャリスト資格で
は、養成機関を設置している大学・短期大学に委託して毎年１回、12月に実施される資格認定試験に合
格する条件も課されている。フードスペシャリスト資格認定試験は、養成カリキュラムにおける必修８
科目から次のように満遍なく出題されるため、本学卒業時における食関連科目の総合的な習得状況を知
る良い指標となっている。出題問題数は、「フードスペシャリスト論」６問、「食品の官能評価・鑑別論」
９問、「食品の安全に関する科目」８問、「栄養と健康に関する科目」７問、「食物学に関する科目」９問、
「調理学に関する科目」７問、「食品流通・消費に関する科目」７問、「フードコーディネート論」７問、
全60問（平成25年度までは同順で６問、８問、７問、６問、８問、６問、７問、７問の全55問）であり、
いずれも五肢択一方式となっている。
　フードスペシャリスト資格認定試験結果を分析することは、本学学生の食教育カリキュラム編成およ
び授業内容を再考する上で重要なことと思われる。よって本研究では、試験問題数が50問から55問に変
更された平成17（2005）年から平成26（2014）年の過去10年間における本学の試験結果と全国養成校の
比較を行うとともに、科目別の出題項目頻度、出題項目別正解率分析を行った。さらに、同調査期間中
の就職状況もまとめた。
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２．方　法
（1）対象者：平成17（2005）年から平成26（2014）年度本学フードスペシャリスト資格認定試験受験者
186名（19 ～ 20歳 男性４名、女性182名）
（2）調査時期：平成17（2005）年から平成26（2014）年度
（3）方　法
　１）平成17年から平成26年度本学フードスペシャリスト資格認定試験受験者の正解率および合格率を
年度ごとに求め、全国養成校のものと比較した。全国養成校のデータは会報１）―９）に掲載のもの
を使用したが、会報から得られないデータは日本フードスペシャリスト協会に問い合わせ入手し
た。
　２）フードスペシャリスト資格認定試験科目別正解率を年度ごとに求め、全国養成校１）―９）ものと比
較した。
　３）日本フードスペシャリスト協会が定めるコアカリキュラム10）を基にコアカリキュラム別出題率
および正解率を本学と全国養成校で比較した。コアカリキュラムは大項目と中項目を用い、10年
間でこの項目に沿った問題が１問出題されている場合は、出題率1 ／ 10×100＝10％とし、1設問
内に複数の項目が混在している場合は、設問が５つの問題文で構成されているため、１問題文を
0.2として算出した。
　４）本学のフードスペシャリスト資格認定試験不合格者の科目別正解率を本学全体と比較した。
　５）本学全体正解率が50％以上の問題のうち、不合格者正解率が本学全体正解率より20％以上下回る
科目別問題数およびコアカリキュラム項目を示した。
　６）平成17年から平成26年度本学フードスペシャリスト資格認定試験受験者186名のうち、卒業時ま
でに確認が取れた144名（男性4名、女性140名）の就職先を合算し、食関連企業とそれ以外に区
別し、業種ごとにまとめた11）。また、日本フードスペシャリスト協会が作成した「フードスペシャ
リスト資格取得者の就職状況に関するアンケート集計結果」12）－15）と比較した。
３．結果と考察
（1）フードスペシャリスト資格認定試験正解率と合格率における本学と全国養成校比較
　　フードスペシャリスト資格認定試験正解率および合格率における全国養成校（以下、全校）と本学
比較（平成17年度～平成26年度）を示した（表１）。日本フードスペシャリスト協会は、専門委員会
で設問ごとの正解率、科目別の正解率、各年度の平均正解率などを判定材料に合格ラインを検討し、
受験者の80％程度を合格ラインとし、合格点を決定している。よって、合格点は固定されておらず、
過去10年間では、合格最低正解率が41.8％～ 60.0％とかなりの幅がある。しかし、ここ３年では43 ～
45％間に落ち着いており、問題の難易度が安定してきたことが窺える。本学の合格率は80％を下回っ
たことはなく、例年全校平均よりも高い合格率を維持しているが、年度により合格率に波があり、平
成17 ～ 19年度、平成20年度、平成24年度の５年度で不合格者を出している。
　
（2）フードスペシャリスト資格認定試験科目別正解率における本学と全国養成校比較
　　日本フードスペシャリスト協会は、「フードスペシャリスト養成機関認定に関する規程」に基づき、
養成カリキュラムにおいて必修８科目ごとに必要単位数を定めている。フードスペシャリスト資格認
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定試験では、必修８科目ごとに規定の問題数（前述）が出題される。フードスペシャリスト資格認定
試験科目別正解率を全校と本学で示した（表２）。
　　全問題では、全校の平均点が高値であった平成18（2006）年度のみ、本学が全校平均正解率を下回っ
た。本学の正解率が全校より下回った科目および回数は「フードスペシャリスト論 」４回、「食物学
に関する科目」２回、「食品の安全性に関する科目」２回、「調理学に関する科目」２回、「栄養と健
康に関する科目」５回、「食品流通・消費に関する科目」１回、「フードコーディネート論」３回であ
り、「食品の官能評価・鑑別論」は０であった。
　　「フードスペシャリスト論」と「栄養と健康に関する科目」は、全校より正解率が下回る年度が多
く、特にフードスペシャリスト論は近年４年度中３回下回っている。フードスペシャリスト論は、資
格者にとっての基本的な知識と食の現状について学ぶ科目である。また、全科目の概要も含まれてい
る。本学では２年次後期に開講しており、教科書を基に五肢択一方式の練習問題を作成し、過去問題
とともに対策しているが、概要的内容で出題傾向がつかみにくいこと、2013年度に教科書が大きく改
表1　フー ドスペシャリスト資格認定試験合格最低正解率および合格率における本学と全国養成校比較
（平成17年度～平成26年度）
表2　フー ドスペシャリスト資格認定試験科目別正解率における本学と全国養成校比較
（平成17年度～平成26年度）
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訂され、過去問題の類似問題が出題されることが少なくなったことも影響し、得点が伸び悩んでいる。
しかし、教科書改訂により過去問題で対策できないのは本学に限ったことではない。
　　フードスペシャリスト養成校は平成27年現在、全国大学・短大を合わせて170学科（コース・専攻）
あるが、管理栄養士・栄養士も併行して養成している大学・短大が多く、106学科（コース・専攻）
と62.3％を占めている。フードスペシャリスト資格の養成単位は21単位以上であるのに対し、栄養士
の養成単位は50単位以上である。授業のほとんどを食関連で占めている栄養士養成校と栄養士養成課
程を擁していない本学とでは食に関する情報量の供給が絶対的に異なる。全科目の概要を問う「フー
ドスペシャリスト論」ではその差が出てしまうのかもしれない。実際に純真短期大学 食物栄養学科 
橋本准教授は協会会報16）で、栄養士養成施設である本学の学生にとって、フードスペシャリスト論
のテキストに記載されている多くのことは他の科目にも記載されていることであると述べている。ま
た、栄養と健康においても、栄養士養成校はフードスペシャリスト資格養成科目以外にも専門的な栄
養関連講義や実験が多いため、本学と知識量に差が出るのはやむを得ない。栄養に関する授業数が少
ない本学が全校より正解率を上げるためには、授業内容の再構築や学生が能動的に理解度を深める方
法を講じるなどの工夫が必要となる。
　　「フードスペシャリスト論」は2013年に内容が大きく改訂され、協会会報17）で授業展開の特集が組
まれた。その中で紹介されていた動画や「絵本 世界の食事」（農文協）、消費者庁発行の食品表示に
関するパンフレットなどを使用して2015年度は授業内容を再構築した。また、試験対策として教科書
を読む習慣をつけることを目的に正誤式の練習問題を２章～８章で作成し、毎回の授業で学生に解答
させた。これが功を奏したかは明確ではないが、平成27年度の「フードスペシャリスト論」の認定試
験平均点は全校39.5％に対し、本学は50.0％と上回った。
（3）各科目のコアカリキュラム別出題率および本学と全国養成校の正解率比較
　　フードスペシャリスト資格認定試験の出題の範囲は協会指定教科書がある科目はその記載事項、教
科書がない科目（食物学、調理学）は別に掲げる授業内容例によるものとし、出題の水準はフードス
ペシャリストとして必要な基礎の知識・技術を根底に置き、解答できる程度としていたが、フードス
ペシャリストとして修得すべき知識や技術についての標準的な教育内容を必修科目ごとにできる限り
詳細に明示し、これに基づき資格認定試験の出題範囲と出題水準を明確に示すため、コアカリキュラ
ムならびに出題ガイドラインが平成26年３月に策定された10）。コアカリキュラムは大項目、中項目、
小項目および内容に区分されている。
　　今回、試験内容による出題頻度、正解率を分析するため、コアカリキュラムの大項目、中項目ごと
に問題を区分し、平成17年度～平成26年度までの出題頻度、本学および全校の正解率を示した（表３）。
出題頻度は毎年同項目で１問出題されている場合は100％、調査期間の10年間で同項目の出題が１問
の場合は10％となるよう算出したため、毎年同項目で２問以上出題されている場合は計算上100％以
上となる。
　　結果を見ると、出題頻度が低い項目は本学正解率が全校より低いものが多いが、前述したように、
60％以上栄養士養成校で占められている全校と比較し、知識供給量の差は簡単には払拭できないうえ
に、過去問題による類似問題が少ないため、対策が困難である。全科目において全校正解率を上回る
ためには、出題頻度が高い問題の正解率を上げることが先決である。よって、出題頻度が高い30％以
上の項目と、本学が全校平均率より低い項目に網掛し、出題頻度が30％以上の項目中、本学正解率が
全校より低いものを抽出した。
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表3　各科目のコアカリキュラム別出題率および本学と全国養成校の正解率比較（1）
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　　「フードスペシャリスト論」で出題頻度が高い項目中、全校平均より低い項目はD-4である。D-4の
小項目は ①食品小売業の業態 ②企業の動向で構成されている。
　　「食品の官能評価・鑑別論」で低い項目はC-1、2とE-6である。C-1、2の問題は食品色素成分の変化
や酵素的褐変、非酵素的褐変の内容が主である。E-6の小項目は①ダイズ（大豆）とその加工品 ②アズ
キ（小豆）とその加工品 ③その他の豆類とその加工品で構成されている。
　　「食物学に関する科目」で低い項目はB-7、C-2、E-13、E-14である。B-7の小項目は①酵素の分類
･性質 ②食品酵素と品質 ③食品酵素と加工、C-2の小項目は①変性 ②分解で構成されている。B-7、
C-2の内容はともにたんぱく質の化学的性質であり、専門用語も多く、生物・化学などの理科系分野
を不得意とする本学の学生が特に苦手とする内容である。食物学は協会指定の教科書がないため、「食
品の官能評価・鑑別演習」（建帛社）、オールガイド食品成分表（実教出版）、自作資料で授業し、定
期試験に代わる課題として認定試験過去問題を課し、対策しているが、思うように得点が伸びない。
表3　各科目のコアカリキュラム別出題率および本学と全国養成校の正解率比較（2）
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E-13の小項目は①飲用乳 ②乳の加工品、E-14の小項目は①食用油脂類 ②加工油脂で構成されている。
E-13、E-14はともにたんぱく質、脂質の性質を問う問題が多く、B-7、C-2と同様の理由で苦手として
いる。
　　「食品の安全性に関する科目」で低い項目はB-2、H-2である。B-2の小項目は①腐敗-変敗の定義 ②
腐敗-変敗の判定法 ③腐敗・変敗の防止法、H-2の小項目は①基準項目 ②水質管理目標設定項目で構
成されている。B-2は鑑別論のC-2にも関与する項目であるが、食品の成分変化の理解が必要なため、
苦戦している。また、H-2も水道水の基準項目、水質管理目標設定項目を詳細に理解していないと正
解することが難しい問題が出題されている。
　　「調理学に関する科目」で低い項目はA-2、A-4である。A-2は食品の香り、色、酸味、味の化学的
要因などが出題内容であるが、食物学にも通じる内容である。A-4の小項目は①食事の意義 ②献立作
成で構成されている。「調理学に関する科目」の過去問題は、本学で使用している教科書に記載がな
い場合もあり、学生はインターネットで調べ解答することが多かったが、2015年に指定教科書が出版
され、コアカリキュラムも発表されたため、出題内容が明確になった。調理学は食物学にも関与して
いるため、この教科書を参考に過去問題を解くことにより、理解度が向上することが期待される。
　　「栄養と健康に関する科目」で低い項目はD-1、E-2、H-1である。D-1の小項目は①身体計測 ②体
脂肪量の測定 ③生化学検査 ④食事調査、E-2の小項目は①食生活指針 ②食事バランスガイド ③食育、
H-1の小項目は①生活習慣病とは ②生活習慣病のリスクファクターで構成されている。
　　「食品流通・消費に関する科目」で低い項目はC-1である。C-1の小項目は①外食産業の業態 ②外食
産業の食材流通で構成されている。外食産業は、「フードスペシャリスト論」で挙げた食品小売業と
同様、実生活で利用する機会も多いうえ、多くの学生の就職先ともなっている。理解が難しい分野で
はないが、専門用語に惑わされて不正解となっているケースが目立つ。
　　「フードコーディネート論」で低い項目はE-2である。E-2の小項目は①日本料理様式 ②中国料理様
式 ③西洋料理様式 ④その他の様式で構成されている。
　　現在筆者が担当している関連科目の認定試験対策は、各科目で「食品の官能評価・鑑別論」、「食物
学に関する科目」、「栄養と健康に関する科目」の認定試験過去問題を授業の最終課題とし、２年次後
期のフードスペシャリスト論の授業内で課題返却→本学のネットワーク上に解答・解説のレジュメを
掲載→学生が自身のパソコンからアクセス→誤っている部分を訂正→課題再提出の流れで行っている。
「フードスペシャリスト論」の認定試験対策は、授業内で練習問題と過去問題の解答・解説を行って
いる。筆者が担当していない「食品の安全性に関する科目」、「調理学に関する科目」、「食品流通・消
費に関する科目」、「フードコーディネート論」は過去問題をフードスペシャリスト論の授業内で課題
として配布し、授業内で学生に解答させ、解説を行っている。フードスペシャリスト資格の必修科目
は非常勤講師を含めた複数の教員が担当しているため、全科目で一律に認定試験の対策を重視した授
業を行うことは難しいが、今回明らかとなった、本学が不得意とする内容を強化することは可能であ
る。認定試験の出題範囲は広く、過去問題数も多くなっていくため、フードスペシャリスト論の授業
内だけの対策では、学生の負担も大きい。今後は、各担当者と認定試験の結果を確認し、授業内容・
構成を連携して考えていく必要がある。
　　筆者が担当する「食物学に関する科目」では講義および実験を行っている。実験では、たんぱく質
の定性実験、天然色素の実験、木綿豆腐の製造、乳製品の製造など、認定試験に出題される内容に関
連した実験を多く行っているが、実験での体験が認定試験に生かされていないように思われる。実験
結果の写真を利用し、認定試験とリンクさせたレポートを課すなど、実験での体験を認定試験に結び
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つける意識を持たせる工夫が必要かもしれない。
　　また、学生自身が考え、理解を深められるような資料の提供や機会を設けることも重要である。例
えば、動画資料を授業内で全員に一斉に見せても、集中力を欠くのか、学んだことを覚えていないケー
スが多々見られるが、動画をweb上に載せ、自身のパソコンから自分のペースで見せた場合、理解度
が格段に上がった事例がある。すでに他授業で学んだ内容であったが、「初めて知った」という感想
が多く挙がった。これは紙資料でも同じことが言えると思われる。学生は知識を受動的に押し付けて
もこちらの思うようには吸収しない。もちろん、こちらが教授することを怠ってはいけないが、学生
自身に再確認させる機会を増やす必要性を感じる。
　
（4）フードスペシャリスト資格認定試験科目別正解率における本学不合格者と本学全体比較
　　フードスペシャリスト資格認定試験科目別正解率において、本学不合格者と本学全体を比較し、本
学不合格者正解率が本学全体正解率より20％以上低い科目の値を網がけで示した（表４）。この中で
20％以上の差が３回以上見られる科目は、「食品の官能評価・鑑別論」（３回）、「調理学に関する科目」
（３回）、「食品流通・消費に関する科目」（４回）である。表２で示したように、これらの科目の本学
正解率が全校より下回る回数は「食品の官能評価・鑑別論」０回、「調理学に関する科目」２回、「食
品流通・消費に関する科目」１回であり、本学が比較的得意としている科目である。その問題を多く
落としていることが不合格に繋がる一因であることがわかる。
（5）本学全体正解率が50％以上の問題のうち、不合格者正解率が本学全体正解率より20％以上下回る
科目別問題数およびコアカリキュラム項目
　　本学のフードスペシャリスト資格認定試験不合格者は認定試験対策授業である「フードスペシャリ
スト論」の出席率も良好であり、いわゆる“捨てた”状態で試験に臨んでいるわけではない。実際、過
去の不合格者の17名のうち、合格問題数より７問以上不足で不合格となった学生は４名で、他はあと
一歩のところで合格を逃している。これらの学生がどのような問題を落としているのか分析するため、
本学正解率が高い（50％以上）の問題のうち、不合格者正解率が本学全体正解率より20％以上低い問
題数およびコアカリキュラム項目を示した（表５）。
　　これらの中で毎年出題される定番問題について述べる。「フードスペシャリスト論」では、毎回必
ずフードスペシャリストの養成課程や活動分野など、資格取得についての問題（A-1）が１問出題さ
表4　フードスペシャリスト資格認定試験科目別正解率における本学不合格者と本学全体比較
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れる。この問題は過去問題とほぼ同問題が出題されることもあるため、正解率は毎回80％以上である。
しかし、本学不合格者はこの問題を落とす傾向があり、2007年本学正解率81.8％に対し、不合格者正
解率50.0％、2008年度では80.9％に対し25.0％、2012年度では93.3％に対し66.7％となっている。「食品
の官能評価・鑑別論」では、官能評価についての問題（B-2）が毎年１～２問出題されるが、この問
題においても本学不合格者は正解率が低い傾向にある。2005年本学正解率65.8％に対し、不合格者正
解率０％、2006年度では72.7％に対し33.3％、2008年度では95.2％に対し75.0％、2012年度では63.3％
に対し０％となっている。また、「食品の官能評価・鑑別論」もしくは「食物学に関する科目」では、
穀類に関する問題（E-1）が必ず１問出題されるが、2005年本学正解率68.4％に対し、不合格者正解
率０％、2007年度では77.3％に対し25.0％、2008年度では85.7％に対し50.0％となっている。さらに
「食品の安全性に関する科目」では、食中毒に関する問題（C-2、C-3）が必ず１問以上出題されるが、
2005年本学正解率97.4％に対し、不合格者正解率66.6％、2006年度では68.2％に対し33.3％、2008年度
では81.0％に対し50.0％、2012年度では66.7％に対し33.3％となっている。これらの問題は過去問題の
類似問題が出題され、皆が正解することを前提とした“サービス問題”であるため、これらの問題の対
策または理解度不足が全体得点を下げる大きな原因となっているといえる。平成27年度認定試験では
不合格者は出なかったが、１名が合格最低点での合格であった。しかし、定番問題はほぼ正解してお
り、それがギリギリでも合格点に達した要因であると思われる。
　　次に、出題頻度が高い問題について述べる。「食品の官能評価・鑑別論」で頻回出題される、食品
の分散系の問題（D-1）では、2007年本学正解率72.7％に対し、不合格者正解率50％、2008年度では
61.9％に対し0％。鶏卵の鮮度の問題（E-13）では、2005年度本学正解率78.9％に対し、不合格者正解
率33.3％、2012年度では80.0％に対し33.3％。また複数の科目で頻回出題される食品の脂質の問題（E-14）
では、2005年度本学正解率52.6％に対し、不合格者正解率０％、2006年度68.1％に対し33.3％、59.1％
に対し33.3％。保健機能食品等を含む食品の表示に関する問題（E-2 ～ 4）では、2005年度本学正解
率81.6％に対し、不合格者正解率0％、89.5％に対し33.3％、2006年度では86.4％に対し33.3％、2007年
度では59.1％に対し25.0％。「食品の安全性に関する問題」で頻回出題される食品添加物に関する問題
（I-2）では、2005年度本学正解率97.4％に対し、不合格者正解率66.7％、2008年度では71.4％に対し
46.2％となっている。これらの問題は出題頻度が高く、出題内容もパターン化されており難易度も高
くないが、不合格者の正解率は低い。
表5　本学全体正解率が50％以上の問題のうち、不合格者正解率が本学全体正解率より20％以上下回る
　　　問題数およびコアカリキュラム項目
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　　また、「食品流通・消費に関する科目」「調理学に関する科目」では、一般常識問題ともいえる、基
礎的な問題での正解率も低い。「食品流通・消費に関する科目」の内食・中食・外食に関する問題
（A-1）では、2007年度本学正解率77.3％に対し、不合格者正解率50.0％、2008年度では85.7％に対し
25.0％となっているが、内食・中食・外食は本科目テキストの１ページ目に記載がある基本用語である。
「調理学に関する科目」では、卵類の調理性に関する問題（C-2）が2005年度本学正解率63.6％に対し、
不合格者正解率０％、湿式加熱に関する問題（B-2）が2007年度では68.2％に対し０％、非加熱の調
理操作に関する問題（B-1）が2008年度では52.4％に対し０％、2012年度では73.3％に対し33.3％、湿
式加熱に関する問題（B-2）が2007年度では68.2％に対し０％、調理による色の変化に関する問題（A-2）
が2007年度では66.7％に対し０％、小麦粉の調理機能に関する問題（C-1）が2012年度では73.3％に対
し33.3％となっている。これらの問題は短大で初めて学ぶ内容ではなく、ほとんどが高校までの家庭
科等の食物の授業である程度学習しているはずの調理の基礎知識を問う問題である。
　　「食品の安全性に関する科目」、「調理学に関する科目」、「食品流通・消費に関する科目」、「フードコー
ディネート論」の過去問題は課題プリントを渡して宿題とし、フードスペシャリスト論授業内で学生
に解答させ、解説も同時に行うため、事前事後の提出・確認は行っていない。よって、本学不合格者
自身の課題への取り組みや、解説内容を書き留めているかは未確認である。これは自身で復習できる
よう、できるだけ課題プリントを学生の手元に置いておく意図があるが、まず過去問題を自身で解答
していないとしたら話にならない。今後、本学が不合格者を出さないためには、提出・確認、日を空
けず返却を効率良く徹底する必要がある。また、不合格者の中には、読解力や道徳的判断力などの基
礎学力不足が大きく影響している者もいる。これらの学生については他学生と一律の方法では不十分
で、それぞれに適した個別指導が必要となってくる。
（6）本学フードスペシャリスト資格認定試験受験者の就職状況（平成17年度～平成26年度合算）
　　平成17年度～平成26年度卒業の本学フードスペシャリスト資格認定試験受験者を合算した就職状況
を、一部でも飲食料品の取り扱いがある企業を食関連企業とし、それ以外の企業と区別して示した（表
６）。
　　食関連企業に就職した者は76名で、52.7％であった。業種として多かったのは飲食料品製造業
（17.4％）、飲食料品小売業（11.8％）であった。それ以外の企業では、サービス業（9.7％）が多く、
普通銀行が9.0％、卸売・小売業が9.0％であった。本学で食分野を学ぶ学生は、全単位数のうち半分
はベーシック（一般教養）やビジネス系の科目で取得している。これは、人間総合学科の特徴を生か
し、食分野以外の資格も多角的に取得できるカリキュラムを組んでいるためである。よって、他分野
の企業に目を向ける学生も少なくないため、食関連企業に就職した者が50％程度であったのは妥当な
数字といえる。しかし、過去10年間で食分野を学ぶ学生の半数以上を食関連企業へ輩出している実績
から、フードスペシャリスト養成を軸とした食教育が就職に対し、一定の意義を有していると認識し
て良いと考える。また、普通銀行への就職率が高いことは本学人間総合学科の特徴のひとつであるが、
フードスペシャリスト資格取得者も例外ではない（9.0％）。さらに、その他の多くの業種にも幅広く
就職していることから、食分野を軸として学ぶことが、他分野への就職に不利益を及ぼすことはない
ことがわかる。
　　日本フードスペシャリスト協会では、回答があった養成校を対象に就職状況の分析を行ってい
る12）－15）。2010年から2013年までのデータでは、短期大学では業種は医療、社会保険、社会福祉で
50％以上を占めており、飲食料品製造業、飲食料品小売業、外食産業、教育、各種商品小売業がそれ
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に続き5 ～ 15.7％となっている。職種は栄養士・管理栄養士が65％以上で、その次が一般事務従事者（7
～ 12.7％）、飲食物調理従事者（3.6 ～ 5.3％）となっている。短大の各年対象人数は68 ～ 130人であるが、
フードスペシャリスト資格養成校の60％以上が管理栄養士・栄養士養成校であるので、対象人数は少
ないが、全国の短大養成校の状況を反映していると思われる。しかしこのデータはほぼ管理栄養士・
栄養士を取得したうえの就職先となっており、フードスペシャリスト資格を取得した短大生の就職先
としては、本学の就職先の方が現状に即していると思われる。
　
４．要　約
（1）フードスペシャリスト資格認定試験正解率および合格率における本学と全校比較（平成17年度～平
成26年度）を示した。本学の合格率は80％を下回ったことはなく、例年全校平均よりも高い合格率を
表6　本学フードスペシャリスト資格認定試験受験者の就職状況（平成17年度～平成26年度合算）
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維持しているが、調査期間の10年のうち、５回不合格者を出している。
（2）フードスペシャリスト資格認定試験科目別正解率を本学と全校で示した。全問題では、平成18（2006）
年度のみ、本学が全校平均正解率を下回った。本学の正解率が全校より下回った科目および回数は
「フードスペシャリスト論」（４回）、「栄養と健康に関する科目」（５回）が多く、一方、「食品の官能
評価・鑑別論」は０であった。本学が全校より下回る回数が多い２科目は、フードスペシャリスト資
格と管理栄養士・栄養士を同時に養成する大学・短大との差が現れたものと考えられるため、授業内
容の再構築や学生が能動的に理解度を深める方法を講じるなどの工夫が必要である。
（3）試験内容による出題頻度、正解率を分析するため、コアカリキュラムの大項目、中項目ごとに問題
を区分し、平成17年度～平成26年度までの出題頻度、本学および全校の正解率を示した。さらに、出
題頻度が30％以上の項目中、本学正解率が全校より低いものを抽出した。本学が不得意とする項目は
特に食品成分やその変化など、理科系の問題が多い。今後の対策として、各担当者と認定試験の結果
を確認し、授業内容・構成を連携して考えていく、実験の体験が認定試験に結びつける意識を持たせ
るようなレポートを作成させる、学生自身が考え、理解を深められるような資料の提供や機会を設け
るなどが考えられる。
（4）フードスペシャリスト資格認定試験科目別正解率における本学不合格者と本学全体比較を行った。
本学不合格者正解率が本学全体正解率より20％以上の下回る回数が多い科目は、「食品の官能評価・
鑑別論」（３回）、「調理学に関する科目」（３回）、「食品流通・消費に関する科目」（４回）である。
これらは本学が比較的得意としている科目であり、その科目の問題を多く落としていることが不合格
に繋がる一因であることがわかった。
（5）本学不合格者がどのような問題を落としているのか分析するため、本学正解率が高い（50％以上）
の問題のうち、不合格者正解率が本学全体正解率より20％以上低い問題数とコアカリキュラム項目を
示した。不合格者は、毎年出題される定番問題、出題頻度が高い問題の正解率が低く、「食品流通・
消費に関する科目」、「調理学に関する科目」では、一般常識問題ともいえる、基礎的な問題での正解
率も低くなっている。今後、本学が不合格者を出さないためには、過去問題の取り組み確認や、基礎
学力の低い学生に適した個別指導が必要となってくる。
（6）平成17年度～平成26年度卒業の本学フードスペシャリスト資格取得者を合算した就職状況を、食関
連企業とそれ以外の企業で区別して示した。食関連企業に就職した者は76名で、52.7％であった。業
種として多かったのは飲食料品製造業（17.4％）飲食料品小売業（11.8％）であった。それ以外の企
業では、サービス業（9.7％）が多く、普通銀行が9.0％、卸売・小売業が9.0％であった。日本フード
スペシャリスト協会調査のデータでは、短期大学では業種は医療、社会保険、社会福祉が50％以上、
職種は管理栄養士・栄養士が65％以上となっており、ほぼ管理栄養士・栄養士を取得したうえの就職
先となっている。よって、フードスペシャリスト資格を取得した短大生の就職先としては、本学の就
職先の方が現状に即していると思われる。
本学における過去 10 年間のフードスペシャリスト資格認定試験結果分析と就職状況 23
新潟青陵大学短期大学部研究報告　第46号（2016）
参考文献
１） 日本フードスペシャリスト協会、会報、20、2006、17－18ページ
２） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、会報、23、2007、27－28ページ
３） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、会報、26、2008、18－19ページ 
４） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、会報、29、2009、15ページ
５） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、会報、32、2010、18ページ
６） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、会報、36、2011、６ページ
７） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、会報、40、2012、11ページ
８） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、会報、44、2013、11ページ
９） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、会報、48、2014、11ページ
10） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、フードスペシャリスト養成課程コアカリキュラム、2014、1－40ページ
11） 新潟青陵大学短期大学部就職部、「求人・採用状況一覧」集計結果、2006－2015
12） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、平成22年度フードスペシャリスト資格取得者の就職状況に関す
るアンケート集計結果、2011
13） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、平成23年度フードスペシャリスト資格取得者の就職状況に関す
るアンケート集計結果、2012
14） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、平成24年度フードスペシャリスト資格取得者の就職状況に関す
るアンケート集計結果、2013
15） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、平成25年度フードスペシャリスト資格取得者の就職状況に関す
るアンケート集計結果、2014
16） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、会報、45、2013、８ページ
17） 社団法人 日本フードスペシャリスト協会、会報、54、2015、６－13ページ
